様式１
年　月 日
兵庫県東播磨県民局
　加古川土木事務所長　様

住所　　　　　　　　
商号又は名称　　　　
代表者名　　　　　　

令和８年度　舗装状態監視支援業務公募型プロポーザル　質問書
標記業務における公募資料等に関し、以下のとおり質問を提出します。

	NO
	質問内容

	１
	

	２
	

	３
	

	
	

	
	

	
	


























様式２　
年　月 日
兵庫県東播磨県民局
　加古川土木事務所長　様

住所　　　　　　　　
商号又は名称　　　　
代表者名　　　　　　

令和８年度　舗装状態監視支援業務公募型プロポーザル参加表明書
標記の業務について、公募型プロポーザルの参加を申込みます。
また、下記事項に相違ないことを誓います。

記

・兵庫県財務規則第81条の３に定める入札参加者名簿に登録されていること
・応募法人の代表者又は役員のうちに、確定判決により禁錮以上の刑に処せられ、その執行が完了していない者又は復権を得ていない者がいないこと
・応募法人の代表者又は役員のうちに、破産手続開始の決定を受け、その後復権を得ていない者がいないこと
・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により本県から一般競争入札の参加者資格の取消を受けていないこと
・兵庫県指名停止基準（平成６年６月１６日）による指名停⽌措置を受けていないこと
・会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと
・暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35条）第２条第１号に規定する暴力団、第３号に規定する暴力団員または暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと
・予算決算及び会計令（昭和22 年勅令第165 号）第70 条及び第71 条の規定に該当し
ないこと
・国税、地方税等義務付けられている税を滞納していないこと
・舗装工事業について建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく特定建設業、又は、一般建設業の許可を受けている者であること
・要求水準書に記載する業務実績を有すること

連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
Email
様式３　
年　月　日
兵庫県東播磨県民局
加古川土木事務所長　様

住所
商号又は名称
代表者名

令和８年度　舗装状態監視支援業務公募型プロポーザル参加辞退届
令和○年○月○日付で参加申込を行った標記プロポーザルについて、下記の理由により参加を辞退します。
理由：
















連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E-Mail








様式４　
年　月 日
商号又は名称
代表者名
　　　　　　　　　様

兵庫県東播磨県民局
加古川土木事務所長

結果通知書
業務 に関して、貴社から提出のあった提案書について、審査結果を次のとおり通知します
結果①：最適であると特定しました。
契約等の手続については別途連絡します。
結果②：次点者となりました。
あらかじめ定めた期間内に特定者との交渉が整わない場合は、あらためて次点者と随意契約に向けた交渉を行うこととなります。
結果③：次の理由により特定しませんでした。
理由：（例）
貴社においては、審査の視点のうち、○○及び○○において、他社が優位であると判断したため、非特定としたものです。








連絡担当者　　　　　　
所属　　　　　兵庫県東播磨県民局
加古川土木事務所工事業務課
氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　
Mail　　　　　　　　　　　　　　







様式５　
年　月　日
兵庫県東播磨県民局
加古川土木事務所長　様

住所
商号又は名称
代表者名

令和８年度　舗装状態監視支援業務公募型プロポーザル参考見積書
兵庫県が実施する標記の公募型プロポーザルについて、以下のとおり参考見積書を提出します。

記
受託費（消費税を含む）
	金額
	単位
	備考

	
	円
	




※上記金額には提案書に記載されているすべての内容が含まれるものとする。企画提案の募集内容だけではないことに注意すること。
※上記金額にはすべての諸経費を含んだ額（消費税含む）とする。
※見積明細書を別途添付すること。







連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E-Mail
